
別紙 2-1

別 紙２

第３ 研修委託上の条件

1. 研修施設

遠隔研修：JICA 中部と委託先機関が合意した施設で研修を提供します。研

修員は、自宅、職場、JICA が指定した場所などで参加します。

来日研修：研修にかかる施設は、原則として JICA 中部の施設や設備、機材

を使用します。ただし、JICA 中部以外の施設を使用する場合は、必要が認め

られる場合、別途手配することが可能です。

2. 契約履行期間（予定）

2021年11月中旬から2022年3月下旬まで (2020年度および2021年度)

（この期間には、事前準備・事後整理期間を含む）

＊ 本件競争は2020年度、2021年度、2022年度に実施する研修を対象に行い

ますが、契約は2020年度および2021年度の合同実施分と2022年度分に分

割して締結します。

3. 遠隔研修方法

主として下記①、②、③の手法を効果的に組み合わせ実施します。各講義の

研修員への提供方法については、受託機関、JICA 在外事務所等とも相談の

上、最終的に決定します。また、進捗管理や知見の共有、学習状況のフォロ

ー方法（例えば、オンラインでの質問票や小テスト、学習内容ミニレポ―ト、

など）について、具体的手法をプロポーザルに記載して下さい。

① Web Based Training（オンデマンド配信・受講、教材・レポート共有、等）

基礎的な理論や知識について、テキスト・レジュメ、視聴覚教材等の教材

を準備の上、オンライン上にて研修員に共有し、各研修員が自国で自己学習

を行う手法です。教材については研修参加国のインターネット通信状況が万

全でないことも念頭に置き、研修員が自己学習しやすい教材とし、その作成・

提供方法についてご提案下さい。研修教材の使用言語は英語とします。

なお、遠隔研修・来日研修ともに、JICA 独自の学習管理システム（LMS）を

利用する予定です。2021 年度に限り、Google Workspace の利用も可とします。

② オンラインセミナー(ライブ配信/生中継)

オンライン会議ツール（Zoom）を活用し、特定のトピックに係る講義や討

議、WBT の補完などをオンラインセミナー（Webinar）にて実施します。オン
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ラインセミナーでは双方向のやり取りが可能となるため、WBT で実施困難な意

見交換や質疑応答の時間を十分にとることができます。プロポーザルにおい

ては、研修参加国のインターネット通信状況が万全でないことや時差がある

ことを念頭に置き、オンラインセミナーの実施回数や時間について、研修員

が参加しやすいプログラムをデザインの上、ご提案下さい。

③ オンライン面談・コンサルテーション

上記②と同様、オンライン会議ツールを活用し、研修員個別に、もしくは国

別などのグループに対して面談・コンサルテーションを行います。研修員の

課題を委託先機関が理解し、レポート作成などに向けたアドバイスを提供す

ることを目的とします。

4. 遠隔研修に伴う研修員への対応

●受講に必要な研修員のインターネット環境の整備（モバイルルーター貸与、

宿舎手配、JICA 事務所のインターネット利用など）は JICA 現地事務所が支

援します。

●現地で研修員の宿舎や移動手配が必要な場合の対応は、JICA 現地事務所が

行います。

5. 委託契約業務の内容（遠隔研修および来日研修）

（１）研修実施全般に関する事項

① 日程・カリキュラムの作成・調整

必要な講義、視察先等の選定による日程（案）を作成し、具体的な講義

（実習）名、研修内容、講師名、研修場所、視察先などを含む、最終的

な日程案および研修カリキュラムを確定する。

② 研修実施に必要な経費の見積もり及び経費処理

各講師や視察先からのアポイントを取り付けると共に、必要な経費につ

いて確認し、研修経費見積書を作成・提出する。

③ JICA 中部その他関係機関との連絡・調整

研修計画の策定および実施等にあたっては、JICA 中部と適時に連絡・調

整を行い、進捗状況について適宜報告する。変更（軽微なものは除く）

や未定事項の決定時には事前に協議する。

④ 研修監理員との調整・確認

研修日程に基づき、研修場所や開始時間等の詳細については本契約とは

別途、配置される研修監理員と調整・確認を行う。

⑤ コースオリエンテーションの実施
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コース開始直後に、コース目標、到達目標、評価基準・方法、レポート

作成要領、その他研修実施に必要な事項を研修員に説明する。

⑥ 研修の運営管理とモニタリング

研修実施にあたっては、研修員に対して、到達目標を踏まえた各講義の

意図、講師の略歴、全体の流れ等を十分に伝えると共に、研修員のニー

ズや途上国の状況についての講師への情報提供を随時行い、研修内容の

理解の向上に努める。必要に応じ講義、視察等に同行し研修実施状況を

モニタリングする。

⑦ 研修員の経験・知識レベルの把握

個別面接や日常観察等を通じて、研修員の経験・知識レベル等を把握す

るとともに、適宜研修の運営管理へフィードバックする。

⑧ 各種発表会の実施

研修員作成のレポート等の発表会の実施準備や進行管理を行う。

⑨ 研修員からの技術的質問への回答

研修員からの技術的質問に対して、講義や視察先の説明等も踏まえて適

宜回答する。

⑩ 評価会への出席、実施補佐

研修終了時に研修の成果確認、改善点の抽出等を目的として JICA 中部が

開催する評価会に出席し、実施の補佐を行う。

⑪ 閉講式への出席、実施補佐

JICA 中部が開催する閉講式に出席し、実施の補佐を行う。

⑫ 反省会への出席

関連資料の集計・分析の上、JICA 中部が開催する反省会に出席し、研修

内容、運営管理の改善のための提言を行う。

⑬ 上記及び下記（２）（３）を遠隔で実施するための準備、実施

（２）講義（実習・演習）の実施に関する事項

① 講師の選定・確保

講師に対する予定の確定、研修場所の連絡等を行う。なお、その際、全

体プログラムにおける当該講義の位置付けや留意点を講師に十分説明し、

他の講義との重複を避けるよう調整を図る。

② 講師への講義依頼文書の発出

必要に応じ、講師本人または講師所属先に講義依頼文書を発出する。

③ 講義室及び使用資機材の確認と使用申請手続き

講師から依頼のあった研修資機材（OHP、ビデオ、プロジェクター等）を

JICA 中部と調整の上確保、準備する。
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④ 講義テキスト、参考資料の準備・確認

講師が使用する講義テキスト、配布資料の有無を事前に確認し、テキス

トの著作権の扱いについて講師に周知する。また、必要に応じて講師か

ら著作権に関する許諾を取り付け、資料の翻訳・製本の手配、複写、配

布を行う。

⑤ 教材の複製や翻訳についての適法利用の確認

研修に使用する教材について、法に則った利用を確認する。

⑥ 講師からの原稿等の取り付け、配布等の調整、教材利用許諾範囲の確認

講義等に使用する原稿について、JICA が別に定める教材利用許諾に係る

手続きを行う。

⑦ 講義等実施時の講師への対応

講義場所へ講師を案内する等、研修監理員と協議しつつ、適宜対応する。

⑧ 講師謝金の支払い

外部講師に対し、JICA の基準に基づく謝金を、源泉徴収の有無、所得税

課税の有無等を確認した上で支払う。

⑨ 講師への旅費及び交通費の支払い

外部講師に対し、必要に応じ旅費または交通費を支払う。

⑩ 講師（あるいは所属先）への礼状の作成・送付

必要に応じ、講師やその所属先等に礼状を発出する。

（３）見学・研修旅行の実施に関する事項

① 見学先の選定・確保と見学依頼文書あるいは同行依頼文書の作成・送付

見学先に対するアポイントの確定、場所の連絡等を行う。必要に応じ、

見学先への依頼文書、同行者への依頼文書を発出する。

② 見学先への引率

必要に応じて見学先に同行する。

③ 見学謝金等の支払い

見学先に対し、必要に応じ JICA の基準に基づく謝金等を支払う。

④ 見学先への礼状の作成と送付

必要に応じて礼状を作成・発出する。

（４）事後処理

① 業務完了報告書作成（教材の著作権処理報告を含む）、経費精算報告書作

成

6. 報告書の提出
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本業務の報告書として、業務完了報告書、経費精算報告書及び必要な証拠書

類一式を各１部ずつ、業務完了後速やかに（契約書記載の期限までに）提出し

ます。

7. 留意事項

本条件は公示時点のものであり、内容が変更となる可能性があります。


